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１． 停滞する日本経済の本質は 「長期に亘る石油ショック状態」にある

１．デフレの真犯人は何か

（１） 長期に亘る石油ショック状態が続く日本（原油価格80～110ドルが長期化）

（２） 国際競争上、製品価格値上げができない中、エネルギー・原材料費用が増大
（３） 利益を出すために固定費、特に人件費を抑制、削減

（４） 我国は化石燃料、ベースメタル、レアメタル、レアアースを海外に依存

（５） 発電原料も輸入に依存しており、島国のため、電力系統も海外との連携なし。

２．第1次石油ショック （バレル 3.01ドルが11.65ドルへ上昇）

（１） 1973年、OPEC の湾岸6ヶ国が原油公示価格を3.01ドルから5.12ドルに引上げ決定。

（２） 原油生産の段階的削減とイスラエル支持国への石油禁輸を決定。同年12月には、
湾岸6ヶ国が、1974年1月より原油価格を5.12ドルから11.65ドルへ引き上げると決定。

３．現在は「長期に亘る石油ショック状況」

（１） 2003年までは１バレル２０ドル台で推移

（２） 2004年から原油価格が高騰、一時は１４０ドルまで上昇
（３） 高騰の原因は、新興国の経済発展による需要増大、投機資金の流入 等
（４） リーマン・ショック後は一旦急落するも再び上昇、現在８０～１１０ドルで推移
（５） アベノミクスの量的緩和策は、投機資金の原資、円安による輸入額増大の原因になりうる

（６） マクロ経済的観点から、原発の再稼働を含むエネルギー政策は冷徹に現実を直視すべき
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２． 原油価格の推移 1972年～2013年

（１）1972年～2013年の原油価格
推移

（２）1980年～2013年の原油価格推移

2004年1973年第1次石油ショック 1979年第2次石油ショック

110

80

2008年リーマン・ショック
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2.8%

その他
66.3%

３． 日本の貿易に占めるエネルギー取引（2013年）

（１） 2013年の日本のエネルギーの輸入額は約27兆円 （前年比約3兆円増）
（２） 輸入総額（約81兆円）の約３分の１、日本の名目ＧＤＰ（約478兆円）の約6％
（３） 内訳は、原油が約52％、ＬＮＧが約26％、石油製品が約14％、石炭が約8％。

（参考：世界の輸入総額（約１９兆ドル）において、エネルギーが占める割合は、15.4% （食料は5%）
（2011年、ＪＥＴＲＯ）

日本の商品別輸入（2013年）

エネルギーは

全体の約 34%

出典: 財務省貿易統計等を基に作成

＜その他の主な輸入品＞

・電気機器（全体比13%）
・化学製品 （8%）
・食料品 （8%）
・鉄鋼、金属製品等 （8%）
・一般機械 （7%）

・原料品（鉄鉱石、非鉄
金属鉱等） （7%）

27
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（１） 燃料調達費が増大した結果、２０１１年、我が国は３１年ぶりに貿易赤字に転落。２０１３年は貿
易赤字が１１．５兆円に拡大。経済成長率を押し下げ。

（２） 我が国の輸入額増加の主たる要因はＬＮＧや原油。燃料調達費の削減は、エネルギー分野に
とどまらず、日本経済にとって喫緊の課題。

【我が国の2010年から2013年の輸入額】

6

経常黒字額(３．３兆円)

２０１１年の貿易赤字

は▲２．６兆円

２０１３年の

貿易赤字は▲１１．５兆円まで拡大

【我が国の貿易収支及び経常収支の推移】（兆円）

４． 燃料調達費の増大

出典: 資源エネルギー庁資料，財務省貿易統計等を基に作成

4.4兆円 2.3兆円

1998年

5.6兆円

21.8兆円

２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年

原油及び粗油 ９．４兆円 １１．４兆円 １２．２兆円 １４．２兆円

石油製品 ２．４兆円 ３．１兆円 ３．５兆円 ３．８兆円

液化天然ガス（LNG) ３．５兆円 ４．８兆円 ６．０兆円 ７．１兆円

石炭 ２．１兆円 ２．５兆円 ２．３兆円 ２．３兆円

鉱物性燃料全体
（括弧内は輸入総額に占

める比率）

１７．４兆円
（２９％）

２１．８兆円
（３２％）

２４．１兆円
（３４％）

２７．４兆円
（３４％）

3.3兆円

日本の輸入総額 60.8兆円 68.1兆円 70.7兆円 81.3兆円

日本の名目GDP 482.4兆円 470.6兆円 475.9兆円 478.4兆円

日本のGDP成長率
（名目、前年比） 2.4% -2.4% 1.1% 1.0%
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＜参考資料１＞ 鉱物性燃料の輸入額の推移（1998年～2013年）

１９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年
原油及び粗油 ２．９兆円 ３．０兆円 ４．８兆円 ４．７兆円 ４．６兆円 ５．３兆円 ６．１兆円 ８．８兆円

石油製品 ０．９兆円 １．０兆円 １．５兆円 １．４兆円 １．３兆円 １．５兆円 １．８兆円 ２．２兆円

液化天然ガス（ＬＮＧ） １．０兆円 １．０兆円 １．４兆円 １．６兆円 １．５兆円 １．７兆円 １．６兆円 ２．０兆円

石炭 ０．８兆円 ０．６兆円 ０．６兆円 ０．８兆円 ０．８兆円 ０．７兆円 １．１兆円 １．５兆円

鉱物性燃料全体
（括弧内は輸入総額に占める比
率）

５．６兆円
（１５％）

５．６兆円
（１６％）

８．３兆円
（２０％）

８．５兆円
（２０％）

８．２兆円
（１９％）

９．３兆円
（２１％）

１０．７兆円
（２２％）

１４．６兆円
（２６％）

２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年
１１．５兆円 １２．３兆円 １６．３兆円 ７．６兆円 ９．４兆円 １１．４兆円 １２．２兆円 １４．２兆円

２．８兆円 ３．０兆円 ３．６兆円 １．７兆円 ２．４兆円 ３．１兆円 ３．５兆円 ３．８兆円

２．７兆円 ３．１兆円 ４．７兆円 ２．８兆円 ３．５兆円 ４．８兆円 ６．０兆円 ７．１兆円

１．６兆円 １．７兆円 ３．１兆円 ２．１兆円 ２．１兆円 ２．５兆円 ２．３兆円 ２．３兆円

１８．７兆円
（２８％）

２０．２兆円
（２８％）

２７．７兆円
（３５％）

１４．２兆円
（２８％）

１７．４兆円
（２９％）

２１．８兆円
（３２％）

２４．１兆円
（３４％）

２７．４兆円
（３４％）
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＜参考資料２＞ 貿易取引の通貨別比率（平成25年下半期）

＊輸入額が輸出額を大きく上回る中、米ドル建比率は輸出が53.4%、輸入は74.1%を占める。

（H25年上期も同様の比率）
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シェール革命の世界的影響
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１． シェール革命の世界と日本への影響 その１

１． 石油・天然ガスの争奪戦

（１） 1975年世界のエネルギー需要の60%は先進国、現在は40%、2035年は30%強になる。
（２） 代わって、中国、インド、ASEAN、中東が需要を伸ばす。
（３） 2035年には世界全体のエネルギー需要量も35%増加の予測

（４） 現在エネルギー供給の81%を化石燃料が占めるが、2035年も75%を占める。
（５） 中国、インド、ASEANを含むアジア諸国が化石燃料を激しく争奪する時代になる。
（６） 日本のエネルギー安全保障をどうするのか、今問われている。

２． 米国のエネルギー自立

（１） 2020年、米国の在来型と非在来型石油の合計生産量は一日当たり1000万バレルを超え、

サウジアラビアのそれを超える。米国が世界一の石油生産国になる。
（２） 2015年には天然ガス生産量で米国が世界一になる。
（３） 2035年中国、インド、アジア諸国が中東の石油の90%近くを輸入するようになる
（４） 中東は将来的に中国の生命線となる。中国は石油増産体制に入ったイラクへ積極的に投資
（５） 米国は中東の化石燃料が不必要となるが、米国の中東関与が薄れることは日本の非国益

３． 米国の産業競争力の復活

（１） 米国の貿易赤字の60%はエネルギー輸入だが、シェール革命により貿易収支が改善する
（２） エネルギー関連産業は給与がいいので雇用増は消費刺激効果がある
（３） 安いエネルギー費用が魅力で石油化学産業や製造業が国内回帰している
（４） 日本、欧州企業も米国のガス産出地に近いところに工場建設する動きが出ている

（５） 米国の国際競争力が強くなる。ドル高の要因はここにある。
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２．シェール革命の世界と日本への影響 その２

４． 米国シェール革命の影響

（１） シェールガス革命の影響で天然ガスが余るようになったカタールが低価格で欧州に輸出
（２） 米国では石炭より安くなった天然ガス焚き火力発電が増加。石炭が余り、欧州に輸出
（３） 欧州では天然ガスより安くなった石炭焚き火力発電が増加

（４） ロシアの国営ガス企業「ガスプロム」の天然ガスが欧州で売れなくなり、日本へ売込み
（５） ロシアの日本への売込みは日本のエネルギー安全保障上、北方領土問題進展上プラス
（６） 現在のウクライナ情勢が世界と我が国にどのような影響を与えるか注視。戦略的対応が必要。

５． エネルギー安全保障とホルムズ海峡危機

（１） IEAは16億バレルの石油備蓄を持つ（1日200万バレル放出時24か月持ちこたえる量）
（２） IEA加盟国は90日間分の備蓄を持つこと義務付け。日本は180日分の備蓄あり。
（３） ホルムズ海峡は毎日1700万バレルの石油が通過（世界の石油需要の20%に相当）
（４） ホルムズ海峡危機発生時、1700万バレル中、400万バレルはパイプラインで迂回可能。
（５） 危機発生時1300万バレル不足し、石油価格が高騰する可能性大。日本の負担増大。
（６） 日本にとってホルムズ海峡は石油需要の85%、LNG需要の20%が通過。
（７） 中部電力は全電源の40%をカタールLNGに依存。危機は中部工業地帯の機能不全に直結
（８） 2013年11月の日本の経常収支は6000億円の赤字。危機発生により経常収支赤字拡大
（９） 経常収支赤字は日本国債や円の信認を崩壊させ、日本売りに繋がる
（１０） 電力不足や電気料金の高騰は製造業の海外移転動機になる
（１１） 日本の独自の海上交通路防衛を如何に構築するか。米国、豪州、印との協力、戦略対応必要
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３．シェール革命の世界と日本への影響 その３

６． 中国のエネルギー安全保障戦略

（１） 中国はエネルギー安全保障を高めるため積極的な外交を展開
（２） トルクメニスタンから天然ガス、ロシアとカザフスタンから石油をパイプラインで輸入
（３） ロシアからは天然ガスもパイプラインで輸入予定
（４） 中国の石油・天然ガス需要中、43%がホルムズ海峡を、85%がマラッカ海峡を通過
（５） アフリカ・中東からの石油・天然ガスをミャンマーで陸揚げ、パイプラインで中国に輸送
（６） ペルシャ湾、インド洋、マラッカ海峡、南シナ海、東シナ海の海上交通路防衛を重視
（７） 南シナ海など「核心的利益」を守るため、海軍力を増強、空母建設にも積極的

７． シェール革命後の2035年の天然ガス事情

（１） ロシアとアフリカ東海岸からパイプラインとLNGで欧州に輸出される
（２） 中東・ASEANも産出量は多いが国内需要増大のため輸出余力は減る
（３） 豪州も産出量は増えるが労働コストが高いため、高価格の天然ガスとなる

８．日本のエネルギー安全保障戦略

（１） シェール革命による供給元の多様化は日本の国益に資する
（２） ロシアの石油・天然ガスをどう確保するか。北方領土問題解決とパイプライン建設
（３） 2000km以内ならLNGよりパイプラインの方が安い。石狩や新潟までパイプライン？
（４） ドイツや欧州諸国はロシアへのエネルギー依存度を30%上限と決めている。
（５） 日本は現在、天然ガスのロシア依存度は9%。拡大の余地はある。
（６） 新技術の開発。メタンハイドレート、水素燃料、スマートグリッド、超電導送電
（７） 再生可能エネルギーは投資対象分野だが、コストは高い。
（８） 電力価格の差が価格競争力に影響する
（９） 安全性が確認された原発の再稼働。

以上、前IEA事務局長の田中伸男氏の講演内容より
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＜参考資料＞ シェール・ガスの開発方法

＜シェールガスの開発法＞

① 地中深くまで垂直に坑井を掘削する
② ここまでではガスがたくさん生産できない・・・
③ そこで！ここから90度曲げて今度は水平に掘削

④ 次に坑井に大量の水を高圧で流し込む
⑤ 人工的に細やかな割れ目をつくる水圧破砕
⑥ ガスや石油の通り道を確保、広範囲から回収
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14

１． 世界の主要なガス貿易の動き

オーストラリア

マレーシア

カタール
UAE
オマーン

ブルネイ

インドネシア

ロシア

日本への主なLNG供給国

ナイジェリア
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２． 日本のLNG輸入先（2012年）
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３． 世界のシェールガス技術的推定可採埋蔵量（但し、全貌は未解明）
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ガス価格（HH）

シェールガス生産量

４． 米国ではシェールガス生産増とガス価格低下が進行

$/MMBTU

十億立法フィート

出典：
US Energy Information 
Administration (EIA)から作成

＜シェール開発を可能にした米国のビジネス環境＞

① 慣習法として土地所有者に地下資源が帰属（他国では国が地下資源を所有する
ケースが多い）

② 整備された輸送網
③ パイプライン等への第三者アクセス（Third Party Access）が確保されていること
④ 採掘技術の進歩により回収量が飛躍的に増え，採算がとれるようになった
⑤ 豊富な地質情報
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５． 世界の天然ガス生産量見通し

米国は、2015年に世界最大のガス生産国となる。ただし、その後生産量が漸減し、
再びロシアに抜かれる。

出典：IEA World Energy Outlook 2012
18

万バレル/日
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６． 世界の天然ガス価格は、地域価格差が拡大

出典：ＢＰ統計２０１２年

ドル／百万英国熱量単位

特に米国ガス価格の低下により、日本の LNG輸入価格と米国ガス価格は 大きく広がっている。
（2013年 3月の段階での価格は、米国先物ガス価格が約 4ドル/MMBTUに対し、日本のLNG輸
入平均価格は約 1 6ドル/MMBTU）

日本LNG輸入価格

ドイツ国境渡し価格

原油輸入平均価格（JCC）に連動

ロシアからの国境渡し価格（最近独の値
下げ要求をガスプロム（露）が受入れ）

ガス需給による価格決定方式

ガス需給による価格決定方式

19

米国先物ガス価格（Henry Hub）

英国先物ガス価格（NBP）



CONFIDENTIAL & PROPRIETARY copy right© 2014 Shuji Kira All rights reserved. 20

米国はガス火力
発電にシフト

欧州は石炭火力
発電にシフト

20

７．安価な米国産石炭の流入により、欧州では石炭需要が増加傾向

出典：International Energy 
Agency (IEA)

ただし、欧州の石炭需要の増加は一時的で、2013年をピークに再び減少する。
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８． 中東から米国への石油輸出は劇的減少の見通し

（１） 中東からの石油供給先が段々アジアへシフト
（２） 2035年には米国の中東への石油依存度は激減すると予想される
（３） 2035年には中国の中東への石油依存度が飛躍的に高まると予想される
（４） 米国、中国の中東への石油依存度の変化は各国の中東関与政策に影響する

7

米国日本、韓国 欧州中国 インド

百万バレル／日

2000
2011
2035

1

2

3

4

5

6

出典：IEA World Energy Outlook 2012

21
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９．米国の国別原油輸入先

米国の国別原油輸入先（2008年～2012年）
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（１） 軽質のシェールオイルと競合するナイジェリア、アルジェリア、アンゴラからの輸入量
が急減（ベネズエラ、メキシコ、カナダは重質油）

（２） ベネズエラとメキシコは、カナダからの輸入量が増えているために減っているもの

軽質油

重質油
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三井物産、三井石油

開発等が上流権益
を保有。

検討中の新規LNG輸出プロジェクト
（LNGプラント建設予定地）

我が国企業が権益を保有するシェール
ガス開発プロジェクト

コーヴポイント（ドミニオン社）
・液化規模：400~500万トン/年
・液化開始：2017年頃
・輸出許可：非FTA国へは未承認
・販売先 ：住友商事・東京ガスが

230万トン/年に基本合意

キャメロン（センプラ社）
・液化規模：1200万トン/年
・液化開始：2017年頃
・輸出許可：非FTA国へは未承認
・販売先 ：三菱商事、三井物産が

各400万トン/年に基本合意
（計800万トン/年）

フリーポート（フリーポート社）
・液化規模：880~1,320万トン/年
・液化開始：2017年頃
・輸出許可：非FTA国に承認済み
・販売先 ：大阪ガス、中部電力が

各220万トン/年の契約
締結（計440万トン/年）

三菱商事がシェル等と共同で、
カナダ西海岸におけるLNGプロ
ジェクトを検討（生産開始は2020
年頃）している他、複数のLNGプ
ロジェクトが検討されている。

三菱商事、国際石油
開発帝石等が上流権
益を保有。

三井物産、住友商
事等が上流権益を
保有。

23

１０． 日系企業が参加する主な北米の上流開発プロジェクト

2013年5月、フリーポート・プロジェクトで初の日本向けのLNG輸出許可が下り、
2017年以降に米国シェールガスの輸入が決定した。
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サハリン１

・日本政府・企業（伊藤忠、
石油資源開発等）が出資。
・原油は日本等へ輸出。
・天然ガスは未開発。

ウラジオストクＬＮＧプロジェクト
・伊藤忠などがガスプロムと共同で検討中。
・２０１８年頃に生産開始、
最大１，５００万トン／年を生産予定。

ＳＫＶパイプライン
・ガスプロムが建設。
・２０１１年に完成。

サハリン２（※既に日本へ輸出開始）

・日本企業（三井物産、三菱商事）が出資
・原油は日本等へ輸出
・天然ガスはLNG化して日本等へ輸出

ＹＫＶパイプライン

・ガスプロムが検討中。
・２０１７年の稼働を予定。

サハリン３

・ガスプロムが探鉱中
・今後、日本企業の参画の可
否が課題

（１） プーチン大統領のイニシアティブで進める極東開発の一環として、ガスプロムがサハリン～ウラジ
オストクのパイプラインを建設。東シベリア～ウラジオストクのパイプラインの建設も検討中。

（２） ウラジオストクに輸送される天然ガス使用のウラジオストクＬＮＧプロジェクトを日露共同で検討中

チャヤンダ・ガス田

・ガスプロムが探鉱中。

コヴィクタ・ガス田

・ガスプロムが探鉱中。

24

１１． 極東ロシアの開発プロジェクトと日本企業の参画


